
　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

令和 4年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
3. 民生費 3. 就労支援推進事業

4. 生活保護費

1. 生活保護総務費 社会福祉課

（佐倉市）　　

第１章
ともに支え合い誰もがいきいきと暮らせるまち（福 -

祉・健康・子育て） 令和 3年度 -

経常 補助 計画 0 0 1,301 基本施策１
地域福祉 令和 4年度 -

令和 5年度 -

施策２
生活困窮者の相談・支援を行います 令和 6年度 -

令和 7年度 -

国庫支出金

1,781 1,781 △1,781

1,781 2,376 1,781 595

ハローワーク成田との協定締結と就労支援コーディネー 生活保護受給者に対し、就労の実現に必要な支援を行う 生活保護受給者の稼働能力や就労意欲に応じたきめ細か

ターとして１～２人を雇用し、週３～５日社会福祉課に配置し、生活保 ことにより、就労による経済的自立を図ります。また、生活保護受給者 い就労支援を行うことにより、生活保護世帯の自立を助長します。また

護受給者の経済的自立を支援します。 に対する福祉の向上に資することを目的とします。 、就職を果たした者は、収入が発生するため、生活保護から脱却できな

いとしても、市が支給する保護費の節減にもつながります。

01 1,470 1,470 0

03 273 291 △18

04 381 276 105

08 252 148 104

16 01 01 03 02 00 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 1,781 1,781 1,637 144

差引一般財源 △1,781 595 △1,637 2,232


